広告掲載契約書（案）


栃木県（以下「甲」という。）と●●●●●●●●●●●●（以下「乙」という。）とは、栃木県産業団地案内（2026-2027）（以下「パンフレット」という。）を広告媒体とする広告掲載契約を次のとおり締結する。

（契約の内容）
第１条　甲は、パンフレットを活用し、乙が提出する広告を掲載し、乙は甲にその対価を支払うものとする。

（広告媒体の仕様）
第２条　甲が提供するパンフレットの広告スペース、発送部数等は、別紙仕様書のとおりとする。

（契約金額）
第３条　契約金額は、●●●●●●円（うち消費税及び地方消費税額●●●●●●円）とする。

（原稿の提出期限）
第４条　乙は、広告の原稿を、甲が別途指示する期日までに甲に提出するものとする。

（広告掲載基準等）
第５条　乙は、広告の原稿を作成するに当たっては、別途甲が定める栃木県広告掲載要綱及び栃木県広告掲載基準（以下これらを「広告基準」という。）に従わなければならない。
２　甲は、乙から提出された広告の原稿を審査し、広告基準に適合しない場合は修正を求めることができる。
３　乙は、前項の規定により修正を求められた場合は、甲が別途指示する期日までに修正のうえ広告の原稿を再提出しなければならない。

（契約保証金）
第６条　甲は、乙が納付すべき契約保証金を免除するものとする。
　
（権利義務の譲渡等）
第７条　乙は、この契約から生ずる権利又は義務の全部又は一部を甲の承諾を得た場合を除き第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

（変更の届出）
第８条　乙は、商号又は名称、代表者、住所、印章その他この契約の当事者としての事項について、変更が生じたときは、直ちに書面によって、甲に届け出なければならない。
２　前項の届出を怠ったため、甲からなされた通知又は送付された書類等が延着し又は到着しなかった場合には、通常到達すべき時にそれらが乙に到達したものとみなす。

（著作権等）
第９条　乙は、広告の作成に際して、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている材料、履行方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。

（契約金額の支払）
第１０条　乙は、甲とこの契約を締結した月の翌月末日までに、甲の発行する納入通知書により契約金額の全額を納付しなければならない。
２　乙が、第５条第３項の規定による広告の原稿の再提出をしないときは、甲はパンフレットの広告スペースに甲の指定する乙の広告に係る記事を掲載できるものとする。この場合において、乙は、この分の広告料相当分を支払わなければならない。
３　前項の規定は、第５条第３項の規定により再提出された広告の原稿が、広告基準に適合しない場合において準用する。

（遅延利息）
第１１条　乙は、自己の責に帰すべき理由により、前条第１項に規定する期日までに契約金額を支払わなかった場合は、当該期日の翌日から起算して納付する日までの日数に応じ、年3.0パーセントの割合で計算した遅延利息を、甲に支払うものとする。

（契約の変更）
第１２条　乙は、パンフレットの発行部数が、仕様書に定めるものと異なるときは、甲に申し出て契約の変更をすることができる。

　（催告による解除）
第１３条　甲は、乙がその債務を履行しない場合において、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。

　（催告によらない解除）
第１４条　次の各号のいずれかに該当する場合には、甲は、前条の催告をすることなく、直ちにこの契約を解除することができる。
(1) 債務の全部の履行が不能であるとき。
(2) 乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。
(3) 債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。
(4) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行をしないでその時期を経過したとき。
(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。
(6) 乙がこの契約に違反したとき又は乙がこの契約に違反するおそれがあると甲が認めたとき。
２　債務の不履行が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、前条及び前項の規定による契約の解除をすることができない。

（違約金）
第１５条　前２条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、違約金として契約金額の100分の10に相当する金額を甲に支払うものとする。ただし、その契約の解除が乙の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。
２　甲に生じた損害額が前項の規定による違約金の金額を超える場合には、甲は、その超過額について、別途、乙に損害賠償の請求をすることができる。
３　前２条の規定によりこの契約が解除された場合においては、乙は、甲にその損失の補償を求めることができない。

（損害賠償等）
第１６条　乙は、第１０条第２項の規定により甲が指定した乙に係る記事が掲載されたとき（同条第３項で準用する場合を含む。）又は前条第１項の規定により契約が解除されたときは、甲に対して損失補償を求めないものとする。
２　乙は、この契約を履行するに当たり、甲に損害を与えたときは、乙の負担においてその損害の賠償を行うものとする。ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき事由による場合は、この限りでない。
３　乙は、この契約を履行するに当たり、第三者に損害を与えたときは、乙の負担においてその損害の賠償を行うものとする。ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき理由による場合は、この限りでない。

（管轄裁判所）
第１７条　この契約に係る訴訟については、宇都宮市を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所において行うものとする。

（契約の費用）
第１８条　この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。

（補則）
第１９条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関して疑義が生じたときは、甲と乙とが協議して定めるものとする。


　この契約の締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。









　　　　　　令和８(2026)年　　月　 日

　　　　　　　　　　　　　　甲　　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番２０号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　栃　木　県
　　　知　事　　福　田　富　一


　　　　　　　　　　　　　　乙　　○○○○○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○　○　○　○
　　　　　　　　　































広告掲載仕様書


１　広報媒体　　　栃木県産業団地案内（2026-2027）

２　広告スペース
栃木県産業団地案内（2026-2027）　裏表紙　約５分の１
約57mm×約190mm（縦×横）

３　刷り色
カラー

４　パンフレットの概要
　（１）発行部数　　2,500部
　（２）配布先　　　企業誘致活動対象企業
　（３）配布方法　　誘致活動のための企業訪問時の手渡し配付、
イベント会場等においての手渡し配付、郵送
　（４）配布期間　　令和８(2026)年６月１日～令和９(2027)年６月１日（予定）

５　データ　　

Adobe Illustrator形式によるデータをメール等電子媒体で納品すること。形式が異なる場合は、県と協議すること。

６　広告原稿の制作
　　栃木県広告掲載要綱及び栃木県広告掲載基準を遵守すること。

７　原稿の提出期限
　　令和８(2026)年５月11日(月)
　　上記までに提出後、修正を求められた場合の提出日は令和８(2026)年５月15日(金)

８　提出場所
　　宇都宮市塙田１丁目１番２０号
　　栃木県産業労働観光部産業政策課企業立地班

